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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第54期

中間連結会計期間
第55期

中間連結会計期間
第54期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 16,036 15,408 32,572

経常利益 (百万円) 1,499 1,165 2,857

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 1,036 794 2,003

中間包括利益又は
包括利益

(百万円) 1,044 782 2,019

純資産額 (百万円) 11,906 13,147 12,620

総資産額 (百万円) 17,975 19,009 18,925

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 127.35 97.40 245.90

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 66.2 69.2 66.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 177 618 1,174

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △893 △465 △2,251

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 322 △325 517

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 3,621 3,281 3,454
 

(注) １. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】
当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。　
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、人口減少に伴う労働力不足が顕在化するなど、国内における構造的

な課題が継続しました。また、企業による賃上げの動きは見られたものの、通貨安やインフレによる物価上昇がこ

れを上回り、実質的な個人消費の弱さが継続しました。加えて、イラン情勢を背景とした中東地域の地政学的緊張

の高まりにより、エネルギー価格及び供給が不安定に推移するなど、先行き不透明な状況が続きました。

食品業界におきましては、エネルギー価格、原材料費、資材費、物流費及び人件費など様々なコストが急激に上

昇するなか、価格転嫁による対応が進められましたが、消費者の生活防衛意識も強く、厳しい事業環境が続きまし

た。

このような状況の中、当社グループとしましては、持続的成長と競争力向上のために、中期的な成長戦略とし

て、液卵事業において、2030年度の液卵の販売数量８万トン、業界でのシェア20％を目標に掲げ、製品の供給能力

の増大のため全ての工場において積極的な設備投資を進めております。さらに、人的資本経営の強化のために、初

任給の引上げ等による次世代を担う人材の採用の促進、高い職務能力を持った多様な人材の育成、継続的なベース

アップや健康経営優良法人の取得を始めとした従業員エンゲージメントの向上等を行っております。

このような状況の中、当社グループの当中間連結会計期間の連結売上高につきましては、前年同期比3.9％減の

15,408百万円となりました。

損益につきましては、連結営業利益は同21.6％減の1,161百万円、連結経常利益は同22.3％減の1,165百万円とな

りました。また、親会社株主に帰属する中間純利益は、同23.4％減の794百万円となりました。

なお、投資負担の影響を除いたEBITDA（営業利益＋減価償却費＋のれん償却額）は同13.1％減の1,583百万円とな

りました。
 
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①液卵事業
当セグメントにおける主要な関係会社は、イフジ産業株式会社であります。
当セグメントが所属する鶏卵業界では、2020年以降、毎年のように大規模な鳥インフルエンザが発生しており、

鶏卵の生産量が季節間で不安定であり、それに伴い、鶏卵や液卵の需要も不安定な状態になっています。この状況

は、鳥インフルエンザの発生リスクが低減されない限り今後も継続していくものと考えておりますが、液卵は「食

の半導体」であるため、最大の顧客ニーズである安定供給を当社の第一の使命としております。

当中間連結会計期間におきましては、2025年10月以降に全国で多発した鳥インフルエンザにより約530万羽の採卵

鶏が殺処分された影響が残ったものの、2025年の採卵用ひなの餌付け羽数は前年比105.4％で推移しており、鶏卵相

場は依然高値ではあるものの、前年同期と比べ落ち着いた展開になりました。当セグメントの商品及び原料の数量

全体の約80％について販売単価及び仕入単価が鶏卵相場に連動しております。そのため、販売単価と仕入単価の差

益を一定額以上確保し、販売数量の確保に努めることで、利益の最大化を図っております。

事業規模を示す指標である液卵の販売数量につきましては、前年同期比1.4％減となりました。これは主に、2026

年７月に起きた熊本地震により一部取引先の生産に影響が出たこと、また冷凍食品向けや卵加工製品向けが落ち込

んだことによるものでありますが、新規取引先の獲得や既存取引先内でのシェアの拡大を継続して進めており、第

１四半期連結累計期間からの減少幅は縮小して回復傾向で推移しております。また、大規模な鳥インフルエンザが

発生した場合においても液卵の安定供給を継続できるよう、十分な原材料及び製品の在庫を確保しております。

当セグメントの売上高につきましては、前述のとおり液卵の販売数量が減少したこと、鶏卵相場（全農東京Ｍサ

イズ基準値）が前年同期比約7.1％（23.5円/㎏）低く推移し連動する液卵の販売単価も低く推移したこと等により

液卵売上高は同5.2％減の13,420百万円となりました。また、加工品売上高は、茶碗蒸しベースの販売増加等により

同1.3％増の730百万円、その他売上高は鶏卵販売の増加等により同55.2％増の236百万円となりました。この結果、

当セグメント合計の売上高は同4.3％減の14,386百万円となりました。

セグメント利益につきましては、生産ラインの省人化と今後の事業成長を見据え積極的な設備投資を進めている

ことから減価償却費が76百万円増加したことや、人的資本投資の強化に伴う人件費が増加したこと、また、原料集

荷の効率化に向けた備品購入等による消耗品費が増加したこと、加えてエネルギー価格、資材費、物流費等が上昇

したこと等により、同21.7％減の1,132百万円となりました。しかしながら、液卵の販売数量が回復傾向にあること

や、価格転嫁が徐々に進んでいること等から、セグメント利益の前年同期比での減少幅は第１四半期連結累計期間

と比べて縮小しており、第２四半期連結会計期間においては前年同期を上回るなど、収益環境は改善に向かってお

ります。
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②調味料事業

当セグメントにおける主要な関係会社は、日本化工食品株式会社であります。
当セグメントの売上高につきましては、既存取引先への販売が増加したことや、新規取引先を獲得したこと等に

より、前年同期比5.9％増の630百万円となりました。

セグメント利益につきましては、製造体制の効率化に向けた備品購入等による消耗品費の増加、設備投資による

減価償却費の増加及びエネルギー価格の上昇等に伴い製造コストが増加したこと等により同33.3％減の20百万円と

なりました。
 

③オーガニックＥＣ事業

当セグメントにおける主要な関係会社は、HORIZON FARMS株式会社であります。

当セグメントの売上高につきましては、前年に実施した販促施策の反動等により売上高は前年同期比2.6％減の

425百万円となりました。

セグメント利益につきましては、販促施策の抑制に伴う関連経費の削減により粗利率が改善したことや、価格転

嫁による収益性の向上も寄与したこと等により同172.1％増の８百万円となりました。

当社グループの財政状態の分析につきましては次のとおりであります。
 

(資産)

当中間連結会計期間末の資産合計は19,009百万円となり、前連結会計年度末に比べ83百万円増加しました。

流動資産は10,995百万円となり、前連結会計年度末に比べ74百万円増加しました。主な要因は、商品及び製品の

増加801百万円、原材料及び貯蔵品の減少187百万円、現金及び預金の減少167百万円、受取手形及び売掛金の減少

283百万円等によるものであります。

固定資産は8,013百万円となり、前連結会計年度末に比べ８百万円増加しました。主な要因は、建物及び構築物の

増加282百万円、建設仮勘定の減少256百万円等によるものであります。

 
(負債)

当中間連結会計期間末の負債合計は5,861百万円となり、前連結会計年度末に比べ443百万円減少しました。

流動負債は4,647百万円となり、前連結会計年度末に比べ185百万円減少しました。主な要因は、短期借入金の増

加220百万円、支払手形及び買掛金の減少270百万円等によるものであります。

固定負債は1,213百万円となり、前連結会計年度末に比べ257百万円減少しました。主な要因は、長期借入金の減

少251百万円等によるものであります。
 

(純資産)

当中間連結会計期間末の純資産合計は13,147百万円となり、前連結会計年度末に比べ526百万円増加しました。主

な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益794百万円の計上等により利益剰余金が509百万円増加したこと等によ

るものであります。

この結果、自己資本比率は69.2％となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前年同期に比べ339百万円減少し3,281
百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において営業活動により得られた資金は、前年同期に比べ440百万円増加し618百万円となり

ました。主な要因は、税金等調整前中間純利益の計上1,177百万円や減価償却費の計上390百万円等により資金が増

加し、棚卸資産の増加630百万円や法人税等の支払い416百万円等により資金が減少したこと等によるものでありま

す。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において投資活動により使用された資金は、前年同期に比べ427百万円減少し465百万円とな

りました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出470百万円等により資金が減少したことによるものでありま

す。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において財務活動により使用された資金は、325百万円（前年同期は322百万円の資金増）と

なりました。主な要因は、短期借入金の純増加額260百万円により資金が増加し、配当金の支払額285百万円や長期

借入金の返済による支出291百万円により資金が減少したこと等によるものであります。

 
(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について、重要な変更はありません。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 
(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は115百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【重要な契約等】
当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,792,000

計 16,792,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,345,370 8,345,370
東京証券取引所
スタンダード市場
福岡証券取引所

単元株式数  100株

計 8,345,370 8,345,370 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 8,345,370 ― 455 ― 366
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社将コーポレーション 福岡県福岡市東区香椎照葉２丁目３－24 1,179 14.44

宇髙　紫乃 山口県山口市 723 8.87

宇髙　真一 山口県山口市 423 5.19

宇髙　和真 山口県山口市 421 5.16

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神２丁目13－１ 394 4.84

藤井　将徳 福岡県福岡市東区 362 4.44

宇髙　悠真 山口県山口市 288 3.53

藤井　智徳 福岡県福岡市東区 277 3.40

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目７－１ 217 2.67

国立大学法人九州大学 福岡県福岡市西区元岡７４４ 200 2.45

計 ― 4,488 54.98
 

 

(6) 【議決権の状況】

 
① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 181,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,100,900 81,009 ―

単元未満株式 普通株式 62,970 ― ―

発行済株式総数 8,345,370 ― ―

総株主の議決権 ― 81,009 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式52株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
イフジ産業株式会社

福岡県糟屋郡粕屋町
戸原東二丁目１番29号

181,500 ― 181,500 2.18

計 ― 181,500 ― 181,500 2.18
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 3,508 3,340
  受取手形及び売掛金 3,928 3,644
  商品及び製品 1,963 2,765
  仕掛品 121 137
  原材料及び貯蔵品 1,128 941
  その他 281 175
  貸倒引当金 △10 △10
  流動資産合計 10,921 10,995
 固定資産   
  有形固定資産   
   建物及び構築物（純額） 2,539 2,821
   機械装置及び運搬具（純額） 2,305 2,372
   土地 1,857 1,857
   リース資産（純額） 31 29
   建設仮勘定 453 196
   その他（純額） 86 89
   有形固定資産合計 7,274 7,367
  無形固定資産   
   のれん 393 361
   その他 18 17
   無形固定資産合計 412 379
  投資その他の資産   
   投資有価証券 207 191
   繰延税金資産 100 65
   その他 14 13
   貸倒引当金 △3 △3
   投資その他の資産合計 317 266
  固定資産合計 8,004 8,013
 資産合計 18,925 19,009
負債の部   
 流動負債   
  支払手形及び買掛金 1,499 1,229
  短期借入金 1,865 2,085
  １年内償還予定の社債 16 16
  リース債務 3 3
  未払法人税等 478 371
  賞与引当金 202 88
  その他 768 854
  流動負債合計 4,833 4,647
 固定負債   
  社債 24 16
  長期借入金 1,329 1,077
  リース債務 33 32
  その他 84 87
  固定負債合計 1,471 1,213
 負債合計 6,305 5,861
純資産の部   
 株主資本   
  資本金 455 455
  資本剰余金 422 430
  利益剰余金 11,939 12,448
  自己株式 △279 △257
  株主資本合計 12,539 13,077
 その他の包括利益累計額   
  その他有価証券評価差額金 81 70
  その他の包括利益累計額合計 81 70
 純資産合計 12,620 13,147
負債純資産合計 18,925 19,009
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 16,036 15,408

売上原価 13,011 12,581

売上総利益 3,024 2,826

販売費及び一般管理費 ※  1,544 ※  1,665

営業利益 1,480 1,161

営業外収益   

 受取利息 3 4

 受取配当金 3 2

 受取保険金 4 －

 受取賃貸料 9 9

 その他 9 8

 営業外収益合計 30 25

営業外費用   

 支払利息 12 20

 その他 － 0

 営業外費用合計 12 21

経常利益 1,499 1,165

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 12

 特別利益合計 － 12

特別損失   

 固定資産除売却損 － 0

 特別損失合計 － 0

税金等調整前中間純利益 1,499 1,177

法人税、住民税及び事業税 443 343

法人税等調整額 18 40

法人税等合計 462 383

中間純利益 1,036 794

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 1,036 794
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 1,036 794

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 7 △11

 その他の包括利益合計 7 △11

中間包括利益 1,044 782

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,044 782

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,499 1,177

 減価償却費 309 390

 のれん償却額 31 31

 賞与引当金の増減額（△は減少） △84 △114

 受取利息及び受取配当金 △7 △7

 受取保険金 △4 －

 支払利息 12 20

 投資有価証券売却損益（△は益） － △12

 固定資産除売却損益（△は益） － 0

 売上債権の増減額（△は増加） 79 283

 棚卸資産の増減額（△は増加） △918 △630

 仕入債務の増減額（△は減少） 244 △270

 未払消費税等の増減額（△は減少） △235 46

 その他 △178 132

 小計 748 1,048

 利息及び配当金の受取額 7 7

 利息の支払額 △12 △21

 保険金の受取額 4 －

 法人税等の支払額 △570 △416

 営業活動によるキャッシュ・フロー 177 618

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10 △10

 定期預金の払戻による収入 4 4

 有形固定資産の取得による支出 △882 △470

 投資有価証券の取得による支出 △4 △3

 投資有価証券の売却による収入 － 14

 無形固定資産の取得による支出 － △1

 その他 △0 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △893 △465

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 412 260

 長期借入れによる収入 500 －

 長期借入金の返済による支出 △255 △291

 社債の償還による支出 △8 △8

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △325 △285

 リース債務の返済による支出 △0 △1

 財務活動によるキャッシュ・フロー 322 △325

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △392 △173

現金及び現金同等物の期首残高 4,014 3,454

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  3,621 ※  3,281
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【注記事項】

(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

運賃 679百万円 696百万円

賞与引当金繰入額 44百万円 36百万円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。
 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 3,668百万円 3,340百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △47百万円 △59百万円

現金及び現金同等物 3,621百万円 3,281百万円
 

 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 325 40 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも
の

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日
取締役会

普通株式 260 32 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 285 35 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも
の

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月９日
取締役会

普通株式 269 33 2026年９月30日 2026年12月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
 （注）

中間連結
損益計算書
計上額液卵事業 調味料事業

オーガニック
EC事業

売上高       

  外部顧客への売上高 15,035 564 436 16,036 － 16,036

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 31 － 31 △31 －

計 15,035 595 436 16,067 △31 16,036

セグメント利益 1,447 30 3 1,480 － 1,480
 

（注）セグメント売上高の調整額△31百万円は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「オーガニックＥＣ事業」セグメントに配分されたのれんの償却額は31百万円、未償却残高は424百万円でありま

す。
 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
 （注）

中間連結
損益計算書
計上額液卵事業 調味料事業

オーガニック
EC事業

売上高       

  外部顧客への売上高 14,386 596 425 15,408 － 15,408

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 34 － 34 △34 －

計 14,386 630 425 15,442 △34 15,408

セグメント利益 1,132 20 8 1,161 － 1,161
 

（注）セグメント売上高の調整額△34百万円は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「オーガニックＥＣ事業」セグメントに配分されたのれんの償却額は31百万円、未償却残高は361百万円でありま

す。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

 (単位：百万円)

 
 報告セグメント

合計
液卵事業 調味料事業

オーガニック
EC事業

液卵 11,983 － － 11,983

凍結卵 2,179 － － 2,179

卵加工品 720 － － 720

その他鶏卵関連 138 － － 138

調味料 － 563 － 563

オーガニック商品 － － 436 436

その他 13 0 － 14

顧客との契約から生じる収益 15,035 564 436 16,036

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 15,035 564 436 16,036
 

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日 至　2026年９月30日）

 (単位：百万円)

 
 報告セグメント

合計
液卵事業 調味料事業

オーガニック
EC事業

液卵 11,112 － － 11,112

凍結卵 2,307 － － 2,307

卵加工品 730 － － 730

その他鶏卵関連 223 － － 223

調味料 － 596 － 596

オーガニック商品 － － 425 425

その他 12 0 － 13

顧客との契約から生じる収益 14,386 596 425 15,408

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 14,386 596 425 15,408
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

 １株当たり中間純利益 127円35銭 97円40銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 1,036 794

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 中間純利益(百万円)

1,036 794

 普通株式の期中平均株式数(株) 8,141,355 8,155,053
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（自己株式の取得）

　当社は、2026年11月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。また、上記決議に基づき自己株式の取得

を以下のとおり実施いたしました。

 (1) 自己株式取得の目的

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を行うものであります。

 
 (2) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類          当社普通株式

②　取得する株式の総数          500,000株（上限）

③　取得する期間                2026年11月10日

④　取得価額の総額              869,000,000円（上限）

⑤　取得の方法                  東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

 
 (3) 取得結果

① 取得した株式の種類　　　　　　当社普通株式

② 取得した株式の総数　　　　　　500,000株（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.1％）

③ 取得日　　　　　　　　　　　　2026年11月10日

④ 取得価額の総額　　　　　　　　869,000,000円

⑤ 取得の方法　　　　　　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

 
（資金の借入）

　当社は、2026年11月９日開催の取締役会決議に基づき、上記の自己株式の買付けに必要な資金の調達について、以

下のとおり資金の借入を実行いたしました。

(1) 資金の借入の目的

 自己株式の買付けに必要な資金の調達のため借入を行うものであります。

 
(2) 資金の借入の概要

①　借入先　　　　株式会社福岡銀行

②　借入金額　　　800百万円

③　借入実行日　　2026年11月10日

④　借入期間　　　５年

⑤　金利　　　　　TIBOR＋スプレッド

⑥　担保・保証　　無担保・無保証
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２ 【その他】

第55期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月９日開催の取締役会におい

て、2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

 

①　中間配当金の総額 269百万円

②　１株当たりの金額 33円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月10日
 

イフジ産業株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

福岡事務所  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 濵　　村　　正　　治  
 

 
 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイフジ産業株式会

社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イフジ産業株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

　　ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

　　認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

　　が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

　　が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

　　ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

　　財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

　　求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

　　況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

　　企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

　　中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

　　いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

　　査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

　　査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２． XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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